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１． 当四半期決算に関する定性的情報 
（１） 経営成績に関する説明 

①概況 
当第３四半期連結累計期間における経済環境は、国内におきまして、アベノミクスによる「成長戦

略」では一度は景気回復の足踏みが感じられたものの、日銀による追加金融緩和により、円安・株高
は再度進行し、一部においては景気の回復が実感できるようになりました。しかしながら、消費増税
の影響や原油価格の急落などにより、デフレ脱却に対しての不透明感が広がっており、個人消費の本
格的な回復には至っておりません。 

海外におきましては、米国経済は引き続き、自動車を中心に個人消費が好調を維持しています。中
国では、経済成長率の鈍化が顕著となっているものの、依然として高い水準であり、今後も大きな市
場として期待をしています。しかしながら、世界経済では金融不安や政情不安など、さまざまなリス
クが表面化しており、先行きは不透明な状況となっています。 
 こうしたなか、当社グループの業績は、売上高 851 億９百万円、前年同期比 26 億５千１百万円の
増収（3.2％増）、営業利益は、昨年２月の雪害が影響したことで、87 億１百万円、前年同期比 13 億
５千３百万円の減益（13.5％減）となりました。経常利益は、円安が進行したことにともなう為替
差益 27 億２千３百万円があったものの、119 億１千３百万円、前年同期比３億１百万円の減益（2.5％
減）となりました。四半期純利益は、70 億６千万円、前年同期比 26 億円の減益（26.9％減）となり
ました。これは、前年同期において移転価格税制に基づく更正処分に係る日米間の相互協議の合意
が成立したことにより、過年度法人税等、および法人税等還付加算金として 18 億２千２百万円の計
上があったことによるものです。 
 
②事業セグメント別の状況 
＜プレス関連製品事業＞ 
 自動車関連部門におきましては、国内の自動車生産・新車販売は、消費増税による反動減からの回
復が予想以上に遅れており、また好調であった軽自動車・小型車においても、これまでの勢いに陰
りが見えていることから、売上は前年同期を下回る水準で推移しました。しかし、海外において、
米国の新車販売が引き続き好調であったことに加えて、平成 26 年１月より「Topre Autoparts 
Mexico,S.A.de C.V.」、および４月より「東普雷（襄陽）汽車部件有限公司」の２拠点が稼動を開始
したことで、海外売上が増収となりました。これにより、プレス関連製品事業全体での売上高は 536
億１千万円、前年同期比 15 億３千９百万円の増収（3.0％増）となりました。セグメント利益（営
業利益）は、雪害の影響や、海外新工場の立上りにともなう生産性悪化により 62 億７千７百万円、
前年同期比 17 億９千７百万円の減益（22.3％減）となりました。 
 
＜定温物流関連事業＞ 
 冷凍車部門におきましては、中型車を中心としたトラック市場が引き続き好調に推移し、市場全体
の拡大傾向も継続しています。また、より高品質な製品への代替需要も旺盛であり、当社グループ
の受注および生産は前年同期を上回る水準で推移しました。これにより、定温物流関連事業全体で
の売上高は 256 億９千１百万円、前年同期比９億５千６百万円の増収（3.9％増）、セグメント利益
（営業利益）は、売上増および合理化の実現により生産性が向上したことから、18 億７千７百万円、
前年同期比３億７千１百万円の増益（24.6％増）となりました。 
 
＜その他＞ 
 空調機器部門におきましては、住宅用換気システムが、消費増税にともなう反動減からの回復が遅
れており、厳しい状況が続いています。一方、電子機器部門におきましては、キーボード「REALFORCE」、
タッチパネルの販売が堅調に推移したことから、その他の事業全体での売上高は 58 億６百万円、前
年同期比１億５千５百万円の増収（2.7％増）、セグメント利益（営業利益）は、売上高の増加にと
もない５億４千７百万円、前年同期比７千４百万円の増益（15.6％増）となりました。 

 
（２） 財政状態に関する説明 

資産、負債、純資産の状況 
   （資産の部） 

流動資産は、現金及び預金、たな卸資産が増加したことから、750 億３千４百万円となりました。 
固定資産では、タイ新工場の建設用地を取得したため、有形固定資産が増加したこと、保有する株

式等の評価額が上昇したことにより、投資有価証券が増加したことから、753 億２千８百万円となり
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ました。 
この結果、当第３四半期連結会計期間における総資産は、前連結会計年度末に比べ 122 億４千９百

万円増加の 1,503 億６千２百万円となりました。 
（負債の部） 
流動負債は、主に未払法人税等が減少したことから、345 億５千４百万円となりました。 
固定負債では、主に転換社債型新株予約権付社債を発行したことにより、183 億１千２百万円とな

りました。 
この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ 52 億６千２百万円増加の 528 億６千７百万円とな

りました。 
（純資産の部） 
為替換算調整勘定が減少したものの、利益剰余金が増加したことにより、前連結会計年度末に比

べ 69 億８千８百万円増加の 974 億９千５百万円となりました。 
 

（３） 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
平成 27 年３月期通期連結業績予想につきましては、平成 26 年 10 月 31 日公表の予想値を一部上回

る見込みとなりました。 
これは、主に日銀の追加金融緩和により円安がさらに加速したことで、外貨資産の評価額が増加し、

為替差益が膨らんだことによるものです。 
 
 

２． サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
該当事項はありません。   
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
会計方針の変更 
（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会
計基準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25
号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文
および退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用
し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額
基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について
従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間お
よび支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま
す。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従
って、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更
にともなう影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が 207 百万円減少し、純資産
の額が 133 百万円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益およ
び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 
 
３． 継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,458 20,412 

受取手形及び売掛金 24,903 24,873 

有価証券 5,332 5,122 

金銭債権信託受益権 5,000 6,000 

たな卸資産 12,966 14,950 

その他 5,881 3,675 

貸倒引当金 △0 △0 

流動資産合計 72,542 75,034 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 16,350 16,184 

機械装置及び運搬具（純額） 18,740 18,709 

その他（純額） 13,882 19,314 

有形固定資産合計 48,972 54,207 

無形固定資産 1,198 1,274 

投資その他の資産    

投資有価証券 14,592 19,190 

その他 821 669 

貸倒引当金 △14 △13 

投資その他の資産合計 15,399 19,846 

固定資産合計 65,571 75,328 

資産合計 138,113 150,362 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 20,954 21,735 

1年内返済予定の長期借入金 1,854 2,005 

未払法人税等 3,144 1,149 

賞与引当金 1,239 633 

役員賞与引当金 64 45 

製品保証引当金 198 180 

その他 8,071 8,804 

流動負債合計 35,528 34,554 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 - 5,000 

長期借入金 5,015 4,916 

繰延税金負債 4,285 4,731 

ＰＣＢ処理引当金 38 38 

退職給付に係る負債 1,661 1,277 

その他 1,076 2,349 

固定負債合計 12,077 18,312 

負債合計 47,605 52,867 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,610 5,610 

資本剰余金 4,840 4,840 

利益剰余金 72,285 78,554 

自己株式 △2,475 △2,480 

株主資本合計 80,260 86,525 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,993 5,150 

為替換算調整勘定 2,146 1,239 

退職給付に係る調整累計額 △1,254 △1,110 

その他の包括利益累計額合計 4,884 5,279 

少数株主持分 5,362 5,690 

純資産合計 90,507 97,495 

負債純資産合計 138,113 150,362 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 82,458 85,109 

売上原価 65,222 69,110 

売上総利益 17,236 15,998 

販売費及び一般管理費 7,181 7,296 

営業利益 10,054 8,701 

営業外収益    

受取利息 51 103 

受取配当金 221 253 

固定資産賃貸料 69 78 

為替差益 1,870 2,723 

その他 305 256 

営業外収益合計 2,518 3,414 

営業外費用    

支払利息 133 105 

固定資産賃貸費用 12 14 

損害補償損失引当金繰入額 183 - 

その他 28 83 

営業外費用合計 358 203 

経常利益 12,214 11,913 

特別利益    

固定資産売却益 51 36 

投資有価証券売却益 194 13 

法人税等還付加算金 154 - 

その他 5 0 

特別利益合計 405 50 

特別損失    

固定資産除却損 44 72 

減損損失 0 0 

その他 13 0 

特別損失合計 58 73 

税金等調整前四半期純利益 12,561 11,890 

法人税、住民税及び事業税 3,367 4,211 

過年度法人税等 △1,668 - 

法人税等調整額 879 289 

法人税等合計 2,577 4,500 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,984 7,389 

少数株主利益 323 329 

四半期純利益 9,660 7,060 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,984 7,389 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,646 1,178 

為替換算調整勘定 1,253 △906 

退職給付に係る調整額 － 154 

その他の包括利益合計 2,899 426 

四半期包括利益 12,883 7,816 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 12,579 7,454 

少数株主に係る四半期包括利益 303 361 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 調整額 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）２ 
 

プレス関連
製品事業 

定温物流 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 52,071 24,735 76,807 5,651 82,458 － 82,458 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
201 4 206 397 603 △603 － 

計 52,273 24,739 77,013 6,049 83,062 △603 82,458 

セグメント利益 8,074 1,506 9,581 473 10,054 － 10,054 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 調整額 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）２ 
 

プレス関連
製品事業 

定温物流 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 53,610 25,691 79,302 5,806 85,109 － 85,109 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
204 7 211 362 573 △573 － 

計 53,814 25,699 79,513 6,169 85,682 △573 85,109 

セグメント利益 6,277 1,877 8,154 547 8,701 － 8,701 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器、電子機器、表面処理

事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更

したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。 
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５．参考情報

株主優待について

 当社は、平成27年１月16日開催の取締役会の決議に基づき、株主優待制度の導入を決定いたしました。その概要は

次のとおりであります。

(１)対象となる株主様

 毎年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された、当社株式100株（１単元）以上保有の株主様を対象とい

たします。

(２)株主優待の内容

 100株以上  1,000円分の当社オリジナル クオカード

 1,000株以上  3,000円分の当社オリジナル クオカード

 10,000株以上  5,000円分の当社オリジナル クオカード

※継続保有期間１年以上の株主様には上記優待内容に加え、当社オリジナルクオカード500円分を贈呈いたしま

す。

(３)開始時期および贈呈時期

 平成27年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された、当社株式100株(１単元)以上保有の株主様を対象と

して開始し、毎年１回、６月下旬の発送を予定しております。
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